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１．事業運営の基本方針 

 

わが国経済は、設備投資、生産の漸増や雇用・所得環境の改善が続くなど、緩やか

に回復しており、米国経済の不透明感の強まりや中国経済の下振れ、北朝鮮情勢等の

地政学リスク、物価上昇、人手不足といった懸念材料はあるものの、回復基調が続く

と見込まれている。物流業界においても景気の回復基調を反映し国内総物流量は微増

と見込まれるが、その一方でトラックドライバーをはじめとする輸送の担い手の高齢

化・人手不足の深刻さが顕在化するなど事業環境は厳しさが増している。 

こうした中、社会インフラとしての物流の重要性が改めて認識されるとともに、人

手不足や労働時間の規制強化等からモーダルシフトの流れは続いており、鉄道貨物輸

送への期待は一層高まるものと思われる。 

当社グループにおいては、こうした期待に応えるとともに「ＪＲ貨物グループ 中期

経営計画 2021」のもと、鉄道ロジスティクス事業の収支改善の継続と総合物流企業へ

の進化、事業開発の利益拡大に向けて、様々な施策を強力に推進していく。 

 

コーポレート・ガバナンスとコンプライアンスは事業運営の土台であり、今後も引

き続き充実強化に取り組む。 

かねてより取り組んできた「経営改革の３つの柱」（意識改革、計数管理改革、組

織改革）と「３つの構造改革」（構造赤字部門の抜本的改革、新商品・新技術の開発、

連結決算の本格開始）は、当社グループの事業運営の推進力になっており、更に取り

組みを深めていく。また、新たな視点からの経営改革である「業務創造推進プロジェ

クト」も活動を深度化させ、抜本的な業務改革を推し進めていく。加えて、自動化・

省力化を図り生産性を向上させるため、IoT や AI といった最新技術の活用も検討しな

がら、変革に向けた動きを加速させる。 

鉄道貨物輸送の収益力向上に向けては、輸送力再配置・再編による商品力強化によ

り利用ニーズを確実に取り込むとともに、収益性を重視した営業活動を展開し、ラウ

ンド輸送の需要マッチングや積載率向上を徹底して進め、鉄道輸送の収益力を高めて

いく。 

また、総合物流企業への進化を図り、新たな鉄道貨物輸送の需要創出を目指す「東

京貨物ターミナル駅高度利用プロジェクト」を推進する。平成 30年度は、プロジェク
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トの一環である日本最大規模かつ当社初のマルチテナント型大型物流施設（東京レー

ルゲート WEST・EAST）の開設に向け、「東京レールゲート WEST」の工事に着手するな

どプロジェクトを着実に前進させると同時に、鉄道輸送と連携したテナントリーシン

グも積極的に展開し、鉄道輸送との相乗効果をより一層生み出す仕組みを構築し、グ

ループ一体となってこのプロジェクトに取り組んでいく。 

事業開発では自社用地を最大限活用した新規開発を継続していくほか、更なる開発

用地の生み出しや、外部から取得した不動産による賃貸事業の検討を進めることによ

り、利益拡大を目指す。 

コスト面においては事業を継続する上で必要な費用が増えるものの、教育の充実や

働きやすい環境整備の取組みなど、ヒトに対する投資や、会社の持続的成長に必要な

モノへの投資も着実に行いつつ、コストコントロールを強化して利益の維持・拡大に

努める。 

本年度は「ＪＲ貨物グループ 中期経営計画 2021」の２年目を迎えるとともに、平成

23 年度から取り組んできた「経営自立計画」の最終年度でもある。緊張感を持って各

般の施策を遂行し効率的な事業運営を進め、鉄道事業の黒字継続と単体経常利益 89億

円を計画するとともに、連結経常利益 100 億円以上の達成を目指し、グループ一体と

なって一層の利益の拡大に取り組んでいく。 

 

上記を踏まえ、本年度の事業運営の基本方針を次の通りとする。 

 

（１） コーポレート・ガバナンスとコンプライアンスの強化 

コーポレート・ガバナンスとコンプライアンスの強化を経営上の最重要課題と

位置付け、適法かつ透明性・効率性の高い経営による適正な事業運営と法令遵守

の徹底を図る。 

リスク管理については、事業リスクは、鉄道の事故や災害等に限らず、より広

範囲に多様な形で存在しているため、社長を委員長とするリスク管理委員会にお

いて事業リスク全般について審議する体制を整え、リスク統括本部の下で一元的

な管理を行い、PDCA サイクルに基づくリスク管理活動を推進するとともに、緊急

事態への対応体制を確立していく。また、サイバー攻撃による情報漏洩やデータ

破壊、内部不正による情報流出リスクに対しては、情報セキュリティ管理態勢の
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整備を引き続き進め、浸透させる。 

コンプライアンス強化に向けては、系統・階層別研修や法務担当者研修の継続

実施、コンプライアンス意識調査に基づいた新たな教育方法など、従前の取組み

を深度化するとともにより効果的な手法の導入を検討する。 

さらにグループとしても、各社の状況に応じた個別支援や情報共有体制の構築

を図り、グループ全体のコンプライアンスの強化・充実、リスク管理活動の展開、

情報セキュリティ管理態勢の整備を図る。 

このほか、グループ会社監査を含む内部監査等の計画的な実施により、その実

効性を確保するとともに、グループ会社監査役勉強会の開催等により、グループ

各社自身の内部統制の強化・充実を促進する。 

 

（２）鉄道事業の業務刷新と利益拡大 

① 安全の確立 

鉄道事業者にとって最大の事業基盤は「安全」であるという認識と、リスク

の大きな重大な事故や労働災害を絶滅させるという目標を共有したうえで、社

員一人ひとりが人命を第一に考え、安全の主役となって、正しい作業を実行す

るという行動指針のもと、ＪＲ貨物グループ一体となって、更なる安全性の向

上を目指す。 

安全最優先の職場風土の確立に向けては、安全に対する認識の共有と安全意

識の浸透を図ることにより、安全最優先の行動に結びつけていく。とりわけ、

列車等の運転に関わる異常を認めた時や危険を感じた時は、直ちに列車、車両

を止めることを徹底する。また、ルールに基づく正しい作業の実践や、管理者、

社員双方のコミュニケーション、ヒヤリ・ハット活動の活性化等を通じて、自

発的に安全の取組みを行う職場風土を醸成する。 

安全管理面については、現場管理者による自職場の課題把握と PDCAサイクル

に基づいた改善、鉄道事業従事者に対する資質管理を厳正に行うなどの自律的

な安全管理と、本社、支社による輸送安全総点検や安全監査を通じた実態把握

と改善指導を車の両輪として、安全のレベルアップを図る。 

事故・事象の再発防止、未然防止では、速やかな正しい報告の定着をはじめ、

事故・事象の調査・分析についてはリスクの大きさに応じた重点的な対応と的
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確な対策策定を行うほか、利用運送事業者等と連携し、貨物の積み付けに起因

する事故の防止に継続的に取組む。 

労働災害の防止では、昨年 12月に鹿児島線千早操車場構内で触車死亡事故が

発生したことを踏まえ、触車事故の防止に対する取組みを強化するほか、労働

安全衛生教育や現場での 5Sの推進、危険予知活動等を実施し、労働災害の絶滅

を図る。 

ハード面の改良については、老朽車両・設備の取替えのほか、重大な事故の

リスク低減を目的として、保安装置に関わるヒューマンエラーを防止するため

のATS電源未投入防止・ATS切換失念防止装置などのバックアップ機能の強化や、

貨物駅への連続速度照査地上子設置等を継続して行う。また、江差線脱線事故

対策を継続実施するほか、コンテナ荷役機器や構内移送トラックの安全対策を

進め駅構内における安全性を向上させる。 

更に、AI や IoT など最新の技術を取り入れたハード対策についても検討を進

め、一層の安全性向上に取組む。 

 

② 安定輸送の確保 

豪雨、台風など自然災害による列車運休や大幅な遅延を余儀なくされており、

輸送障害時における旅客会社、三セク会社との連携を強化する。 

車両故障による輸送障害を未然に防止するため、グループ別保全検討会

（EH800形式、コキ 107形式）のほか、新たに DD200形式の初期故障防止対策検

討会を開催する。新検修管理システムの導入により車両設備の着実な保守管理

を実現するほか、検修部門では現場のレベルターゲットによる管理（年２回）

を実践する。 

保全部門では、技術の定着に向けて、教育・研修の充実及び採用活動の推進

を図るとともに、旅客会社や協力会社の連携を図る。また、関係規程等につい

て、実態に即した見直しを検討する。さらに、設備更新の推進、管理システム

更新の検討、コンテナホーム舗装設計手引きの改訂について、新たな技術開発

も取り入れ実施に取り組む。 
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③ お客様に選択されるための商品づくり 

平成 30年春ダイヤ改正では、積合せ貨物、自動車部品の新規定型販売開始に

ともない、関西～東北間での列車新設や関東発九州向けで輸送力を増強すると

ともに、効率的な輸送体系の構築を行った。平成 31年春に向けても、引き続き

輸送力再編による商品力の更なる向上と輸送規模の最適化を企図したダイヤ改

正の検討を進め、鉄道事業の収入のさらなる拡大と輸送効率向上による収支改

善の両立を目指す。 

商品の強化施策として、温度管理輸送ニーズに応えた新型コンテナの導入、

リーファ対応給電コンテナの活用により定温輸送ニーズを取り込む。ニーズを

踏まえ、駅構内及び周辺における積替え施設の設置拡大を検討する。このほか、

新製の汎用コンテナにおいては従来よりも高さを上げることで内容積を拡大す

るとともに、パレット化を促進することで荷役に係る負荷軽減と労働力不足の

解消にも対応していく。 

物流関連業務を含めたトータルサービスの提案営業を強化するべく、東京貨

物ターミナル駅高度利用プロジェクトとのシナジー効果を創出する営業展開を

図り、鉄道輸送と保管事業をセットとした営業活動によりグループ会社と連携

した元請一貫輸送機能を構築する。 

 

④ 営業活動の強化・仕組みの刷新  

新規開発営業では、未利用企業へのアプローチ、トップセールスを突破口と

した客先への営業展開、私有 31ftコンテナのラウンドユース、共同輸送の提案・

コーディネートを推進していく。 

収益力向上を果たし良質な物流サービスを今後も継続的に提供するため、基

本運賃の改定、季節等に応じた契約の適正化、汎用性のないコンテナに関する

往復ベースでの運賃適正化に取り組む。また既存のお客様の利用拡大、低積載

率区間への戦略的運賃提示、着エリアインセンティブ施策による積極的誘致を

通じた空コンテナ回送の積荷化、土休日列車の有効活用を促進し、積載率の向

上につなげる。また、物資別に季節波動を分析し、平準化を図る。 

さらに「収支意識の徹底」、「利益を拡大する営業活動」を一層促進させる

ため、本社に支社別担当者を指定し、収支改善に向けた取組体制の整備、各改
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善項目のトレース、支社との協調を図る。 

一方、小規模拠点の収支管理では、引き続き ORS（オフレールステーション）

の拠点毎の収支改善状況に鑑み、利用運送事業者・お客様等と更なる収支改善

及び「新営業所」等への形態変更を含めた検討を進める。臨海鉄道内の拠点に

ついても、ご利用いただくお客様に対する積載率向上・運賃改定に向けた取組

みを臨海鉄道会社とともに強化する。 

 

⑤ コンテナ輸送品質の向上  

「コンテナ輸送品質向上キャンペーン」はこれまで７年間継続して取り組み、

フォークリフトオペレーター及び利用運送事業者を含め、社員の意識向上を図

ってきた。①フォークリフトへの振動抑制装置の追加導入、②貨物事故率の高

い紙輸送の改善を目的とした荷物事故要因の考察と現地関係者との対策討議、

③フォークリフトオペレーター向け DVD の製作、④フォークリフト作業への意

識・レベルの向上を図る全国荷役作業競技会の開催、⑤各駅での簡易アスファ

ルトの舗装作業、⑥一斉点検日を設けた使用済封印環の撤去等を平成 30年度に

おいても引き続き展開していく。今までの実施事項を検証し、新たな施策も組

み合せて、現状改善に鋭意取り組む。 

また、養生資材カタログやホームページに養生資材支援制度の活用事例を紹

介するなど、具体例を参考にお客様や利用運送事業者が養生方法を検討・導入

できるようにし、貨物事故の減少に向けた呼び水とする。 

 

⑥ コスト削減・輸送体制の刷新 

各支社が自支社の利益に責任を持つ支社別利益管理については、着実に浸透

してきている。本社と支社が連携のうえ意見交換及び勉強会等を行い支社別利

益管理を更に深度化させる。また精度向上及び業務効率化を目指して、他のシ

ステム（新会計システム、IT-FRENS、新検修管理システム等）と連動したシス

テム開発を検討するとともに、新たに統計分析データの提供を行う。計数管理

による収支改善を更に現場に浸透させ、鉄道事業の利益向上を達成する。 

輸送体制については、現業機関の業務精査と中期経営計画に則った業務体制

の見直し、非現業部門の業務見直しを通じて働き度を向上させる。収支管理を
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踏まえた空コンテナ操配を徹底し、自動化による操配計画検討時間の短縮と操

配の最適化を図る。車両については、機関車、貨車の各種検査周期の延伸、現

場の知恵によるボトムアップ型コスト削減の水平展開を進める。 

調達については、改定した調達方針に基づき、「調達委員会」等の活動を通

じ、競合環境の強化、発注条件の見直し、工事・役務・ソフトウェア契約の精

査等を行い、コストを削減する。また、グループ会社との共同調達の拡大を図

るほか、平成 29年度に本社に集約した支社調達業務のより一層の改善を図る。 

 

⑦ 鉄道補完・附帯事業への取組み強化  

総合物流企業への進化を図るべく、東京貨物ターミナル駅用地高度利用化を

推進する。新駅事務所、立体駐車場は平成 29 年 12 月に竣工し、次の段階とし

て「東京レールゲート WEST」について、同年 10月から WTO国際競争入札手続を

開始、平成 30年１月より実施設計、同年８月より新設工事を予定している。ま

た「東京レールゲート EAST」について基本設計に着手する。グループ会社との

連携による 3PL 事業展開に向け、物流倉庫の PM（プロパティマネジメント）業

務及び BM（ビルマネジメント）業務をグループ内で実施していく体制を整備す

る。 

さらに、賃貸収入の確保とともに鉄道輸送の拡充のため、首都圏以外の貨物

駅構内における物流施設の整備を検討する。札幌貨物ターミナル駅の遊休地に

ついて市場調査を実施しており、物流施設等の開発手法を選定する。その他の

主要拠点についても、需要を見極めながら開発可能性を検討する。 

一方、既存賃貸物件の顧客満足度向上と賃貸物件のシステマティックな管理

を推進するため、不動産管理システムとメンテナンスシステムの仕様を検討し、

導入する。物件価値の維持向上とコスト削減、平準化を目的に予防修繕を計画

的に実施する。あわせて収入を安定的に確保するため、建物及び設備のリニュ

ーアルを推進する。 

 

⑧ 海外事業の展開  

タイにおける鉄道貨物輸送事業への参画は、タイ国鉄との調整を踏まえ、事

業リスクや採算性等を十分に考慮しながら出資や出向者派遣等の検討を進めて
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いく。ミャンマーの鉄道改善調査業務は、引き続き案件の詳細設計業務の受託

を目指す。 

インドでは日系企業と現地企業による合弁会社が鉄道コンテナ輸送に参入す

る計画があり、貨物管理システムを中心としたアドバイスや業務支援に関する

コンサルティング契約獲得に取り組む。このほかブラジルの貨物鉄道会社に対

する事業改善に向けた調査検討とコンサルティング契約、ベトナムの日系子会

社と現地企業共同での新規参入計画に対するアドバイスや技術支援に関するコ

ンサルティング契約も受注ターゲットとする。 

 

（３） 経営基盤の強化 

① マトリクス経営管理の強化 

各支社が自支社の利益に責任を持つ支社別利益管理と全社を部門別に管理す

る部門別管理を有機的に結び付けた「マトリクス経営管理」を更に強化し、利

益の最大化に取り組む。 

特に収支改善の中心である支社別利益管理では、データ分析の精度向上によ

り一層の「見える化」を図り、問題点を抽出し改善策を講じるほか、部門別管

理においては収支増減や予実差の分析精度を高めタイムリーに経営成績を把握

し、収支改善に向けた各施策の具体化・実行をサポートする。 

 

② 業務創造推進プロジェクト  

新たな視点からの経営改革である「業務創造推進プロジェクト」を一層推進

していく。本プロジェクトは、自由な発想に基づき、IoT や AI 等の新技術の取

り入れも積極的に図りながら、仕事の進め方・諸制度を含めた業務の抜本的な

見直しを行うもので、業務系統ごとに設置した 17のワーキンググループがメイ

ンエンジンとなり活動を展開してきた。ワーキンググループは、本社・支社・

現場問わず、改革意欲を持ち経験豊富な社員をメンバーとし、業務改革に向け

て前向きな議論を積み重ねている。ワーキンググループで検討されている数々

の革新かつ柔軟なアイデアの具体化に向けて引き続き活動を推進するとともに、

これらのアイデアをもとに当社グループの目指す将来像をイメージ化し共有す

ることで、業務改革に向けた意識を一層高めていく。 
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③ 新たな技術の活用 

第４次産業革命とも言われる技術革新が進み、事業環境が急激に変化する中、

中長期的な視野で新しい技術を活用した業務革新を進めていく必要がある。当

社では、昨年６月に技術企画部を新設し、10 年後を見据えて社会・経済の変化

に対応しつつ、業務・サービスを改革していく動きを本格化させた。こうした

動きを業務創造推進プロジェクト活動とも連携させ、新しい技術の活用と企業

戦略を組み合わせてロードマップに落とし込み、経営課題の解決に有望な新技

術の活用を戦略的に進めていく。当面の取組みとしては、積付検査やコンテナ

荷役等の駅構内における作業の自動化等の検討や、IoTやビッグデータ等の技術

を用いた状態監視や事故傾向分析への活用、自動車等の自動運転技術の鉄道貨

物輸送への応用等の R&D（研究開発）投資の検討を進めていく。 

このほか、非電化区間・構内用入換ディーゼル機関車の老朽化置換として新

たに開発した DD200形式電気式ディーゼル機関車の量産車の開発を進めるなど、

輸送機材の技術開発にも取り組む。また安全性や効率性の向上等のため、コン

テナホーム舗装長寿命化といった設備の長寿命化の検討も進める。 

 

④ 新たな人事制度の導入 

会社発展の原動力は社員一人ひとりの成長であり、その成長を支援し社員の

持つ能力と意欲を最大限に発揮させることは、会社の持続的な発展にもつなが

っていく。 

そのため、社員の主体的な行動と成長を促すとともに、世の中の変化や多様

な働き方・価値観にも対応し、生き生きと働きがいを持って仕事ができるよう、

平成 31年４月の制度改正に向け準備を進める。 

また、制度改正にあわせ、より適切かつ戦略的な人材マネジメントを可能と

する「人事管理システム」を導入し、社員それぞれの持つ能力を最大限に発揮

できる環境を構築していく。 

 

⑤ 人材育成と働きやすい環境づくり 

技術開発や施設設備のみならず、教育の一層の充実、働きやすい環境整備へ
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の取組み等の人に対する投資もバランスよく進め、社員の成長を促しモチベー

ション向上を図る。 

教育に関しては、特に組織の中心的な存在となる中間管理者層に対するマネ

ジメント力強化に向けた教育の充実及び確実な技術継承を主眼とした若年社員

育成強化を図るほか、意識改革の流れをより一層加速していくため、小集団活

動や業務研究などのボトムアップによる改善活動を引き続き推進していく。ま

た新卒採用とともに社会人採用も併用し多様な人材の獲得を目指すほか、グル

ープ全体を見渡した人材確保を推進する。 

選択型福利厚生制度の継続をはじめ、引き続き、各種制度の整備や安全衛生

の充実に取り組むほか、弾力的な勤務形態や多様なワークスタイルに対応する

ためペーパーレス化やオフィスのフリーアドレス化などのシステム環境の整備

も検討し、柔軟な働き方の推進に取り組む。 

 

⑥ 財務マネジメントの強化 

会計業務においては、専門知識を有する人材不足に加え、グループ全体の会

計レベルは上場基準に照らすと課題が多いため、標準化と業務の更なる集約化

及びシェアードサービス事業の構築を進め、グループ全体の会計レベルの向上

と体制強化を図る。あわせて金融商品取引法に準拠する財務諸表の作成など、

将来の上場申請も可能な体制の整備に継続して取り組んでいく。また、グルー

プ全体の資金調達コスト低減に向けたグループ内金融を推進する。平成 23年度

から続いてきた(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構からの総額 700 億円の無

利子融資については、予定通りの借入を行った。今後、資金を市場から直接調

達することができるよう会計レベルを上げ、資金調達手段の多様化と資金調達

コストの一層の低減を図る。 

 

⑦ 連結経営の推進 

グループ各社の経営資源・機能を連携させた物流サービスを展開し、連結ベ

ースでの収益拡大を図る。また各社のミッションを明確にし、グループの再編

及び事業見直しにより機能的な事業展開を行い、連結経営を強化する。 

グループ各社に対する業績評価制度及び調達等に係るインセンティブ制度に
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ついては、業務の刷新や最先端技術の積極的な導入等の各社の創意工夫も評価

対象とすることで、モチベーションを高め個社の強みを伸ばす経営環境を整備

し、グループとして更なる成長を目指す。 

また昨年度から開始した連結ベースでの予実管理は精度向上に努め、グルー

プ全体での月次収支状況の把握に努める。 

 

⑧ 社会・環境への貢献 

鉄道へのモーダルシフト促進を通じて CO2排出量の削減に貢献するとともに、

ハイブリッド方式の入換専用機関車の増備や照明の省エネ化等を通じて、自ら

の事業活動におけるエネルギー使用量の削減に努める。また、化学物質の適切

な管理や廃棄物の削減に引き続き取り組む。エコレールマークについては、（公

社）鉄道貨物協会との連携の下、認定商品・企業のさらなる拡大、イベント開

催、個別商品単位への表示拡大など普及・啓発活動を推進する。 

大規模災害発生時における支援物資輸送や早期の復旧・復興において、物流

は重要な役割を担っており、こうした状況下において大量輸送・中長距離輸送

という鉄道輸送の特性を生かし、緊急物資や生活必需物資輸送を迅速かつ円滑

に行い、被災地及び国民生活を支えるとともに経済活動の停滞を防ぎ、社会イ

ンフラとしての責務を果たす。 

このほか、統一デザインによる看板の設置、各種イベントや広告等の一貫的

な展開により訴求効果を高め、グループの認知度向上を図る。また、当社の経

営ビジョンやガバナンス、社会的責任、環境への取組みについて、報告書の発

行等により開示情報のレベルを高め、ステークホルダーとのコミュニケーショ

ンを促進する。こうした取組みにより、お客様や地域社会から信頼される企業

となることを目指す。 
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２．鉄道輸送に関する計画 

 

（１）基本的な方針 

鉄道貨物輸送は重要な社会インフラであるという認識のもと、安全の確立、安

定輸送の確保を徹底する。 

今春のダイヤ改正では、お客様のニーズに適合した利便性の高い輸送サービス

を提供するべく、列車の新設や需要の旺盛な区間への輸送力付け替えを行い、輸

送量の適正化を図った。あわせて、利用実態や需要動向を踏まえ、より効率的な

輸送体系・業務運営体制を構築することで、鉄道輸送の収支改善と市場競争力を

強化した。 

 

（２）平成 30年度の鉄道輸送量の見通し及びこれに対して設定する運行量 

 
輸送量の見通し 列車の運行量 

輸送トン数 輸送トンキロ 列車キロ 

コンテナ ２，３００万トン ２０２億トンキロ ５９百万キロ 

車  扱 ９１３万トン １３億トンキロ ３百万キロ 

計 ３，２１３万トン ２１６億トンキロ ６３百万キロ 

   注：上記の数値は、経済情勢の動向等により変更する場合がある。 

 

 

 



 

 

- 13 - 

３．鉄道施設の整備に関する計画 

 

「安全の確立」、「安定輸送の確保」に資する鉄道施設の整備、更新を本年度も継

続して適切に実施する。 

また、収入の確保、サービス改善及び経費削減に直結する投資を推進するとともに、

業務創造推進プロジェクト、IoT やビッグデータ、AI 等の技術の進展を見据え時代を

先取りした技術革新を具体化する投資に取り組み鉄道事業の基盤強化を図る。 

 

区  分 施設の整備の概要 

輸送設備

の 

維持更新 

老朽設備 

取替 

○木まくらぎの鉄まくらぎ化、土木･電気設備の更新 

○車両検修機械等の更新 

保安・防災 

安定輸送 

対策 

○東京貨物ターミナル駅高度利用プロジェクトの推進 

○横浜羽沢駅 E&S化工事 

○ATS機器の改良 

経営の 

体質改善 

業務運営 

方式の改善 

○拠点駅の設備改良、機能充実 

○運転系基幹システムの更新 

○システム導入による省力化等の推進 

車 両 
○機関車の新製 
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４．その他の事業運営に関する計画 

 

 関連事業については、自社用地による新規開発を推進するほか、物件の外部購入

による賃貸事業にも取り組む。 

具体的には、現行の建物貸付・分譲マンション等の収入規模の維持拡大に向けて

新規開発を積極的に推進する。平成 28年度末に竣工した茅ヶ崎分譲マンションの早

期完売を目指すほか、今年度竣工予定の八王子商業施設の早期貸付及び、分譲マン

ションの早期完売に向けて販売を継続する。また、自社用地における開発と同時に、

外部購入により不動産物件を取得し賃貸収入を得る新たなスキームの構築を目指す

べく、不動産情報関係のマーケティングを実施する。 

 一方で、賃貸物件のシステマティックな管理を進めることで、不動産物件におけ

る予防修繕を計画的に実施し、不動産物件の価値を維持向上させるとともに、修繕

コストの平準化と削減を図り、既存顧客の満足度向上を実現する。また、不動産管

理及び物件管理のシステム化を推進し、契約関係事務及び点検・修繕履歴管理業務

の効率化を図る。 
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平成３０年度 資金計画書 

 

（単位：億円） 

区  別 金  額 

Ⅰ．資金収入   

１． 営業的収入 １，７８８  

(1) 営業収入 １，７８３  

(2) 営業外収入 ５  

２．資本的収入 １５３  

(1) 借入金 ９０  

(2) 無利子借入 ６１  

(3) 社 債 －  

(4) その他の資本的収入 ０  

(5) 設備投資助成金 １  

３． 前年度からの繰越金 １４７  

計 ２，０８９  

   

Ⅱ．資金支出   

１． 営業的支出 １，５０４  

(1) 営業支出 １，４８３  

(2) 営業外支出 ２１  

２． 資本的支出 ３８８  

(1) 設備投資 １９２  

（うち支援措置対象分 ９ ） 

(2) その他の資本的支出 １９６  

３．その他支出 ２０  

４．翌年度への繰越金 １７６  

計 ２，０８９  

 

  

（添付資料 1） 
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平成３０年度 収支予算書 

 

（単位：億円） 

区  別 金  額 

経常損益の部   

（営業損益の部）   

  Ⅰ．鉄道事業営業利益   

１．営業収益 １，４３５  

(1) 運輸収入 １，２５８  

(2) その他収入 １７６  

２．営業費 １，４３０  

(1) 業務運営費 １，１８５  

(2) 諸 税 ６１  

(3) 減価償却費 １８２  

    鉄道事業営業利益 ４  

   

  Ⅱ．関連事業営業利益   

１．営業収益 ２０３  

２．営業費 １０２  

(1) 業務運営費 ６２  

(2) 諸 税 １６  

(3) 減価償却費 ２４  

    関連事業営業利益 １００  

   

   全事業営業利益 １０５  

   

（営業外損益の部）   

  Ⅲ．営業外損益 △ １６  

   

   経常利益 ８９  

   

特別損益の部   

  Ⅰ．特別損益 ５  

   

   税引前当期純利益 ９５  

   法人税、住民税及び事業税 ２９  

   法人税等調整額 １  

   当期純利益 ６４  

 

  

（添付資料 2） 
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平成３０年度 設備投資計画 

 

（単位：億円） 

区  別 金  額 

    

 輸送設備の維持更新 １１１  

 老朽設備取替 ３５  

 保安・防災対策 １０  

 安定輸送対策 ６５  

 環境保全 －  

    

 経営の体質改善 ７２  

 業務運営方式の改善 ５４  

 技術開発・その他 １８  

    

 輸送力整備 －  

 幹線輸送 －  

    

 車  両 ３４  

    

 総 係 費 －  

    

合  計 ２１９  

   ※上記にはリースを含まない   
 

（参 考） 


